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税務情報 

国税庁 － 所得合算ルールに係る Q&Aの公表 

2023 年度税制改正では、OECD/G20 の BEPS 包摂的枠組みにおいて合意され
た第 2 の柱に係るグローバル・ミニマム課税に対応するため、所得合算ルール
（IIR: Income Inclusion Rule）に相当する「各対象会計年度の国際最低課税額
に対する法人税」（以下、日本版 IIR）等が創設されました。 

国税庁は 12 月 25 日、日本版 IIR が 2024 年 4 月 1 日以後に開始する対象会計
年度の国際最低課税額に対する法人税から適用されることを踏まえ、日本版 IIR

に係る疑問点等について税務上の取扱いを取りまとめた以下の Q&A を公表し
ました。 

 各対象会計年度の国際最低課税額に対する法人税に関する Q&A（令和 5 年
12 月） 

この Q&A（全 74 ページ）では、日本版 IIR の規定を説明したうえで、以下の項
目に関する取扱いを全 20 問（15 項目）の Q&A を用いて解説しています。 

I 企業グループ等について 

II 特定多国籍企業グループ等について 

III 所有持分について 

IV 個別計算所得等の金額の計算について 

V 調整後対象租税額について 

VI 国際最低課税額について 

VII 移行期間 CbCR セーフ・ハーバーについて 

たとえば、「II 特定多国籍企業グループ等について」における Q2 では、特定多
国籍企業グループ等の判定（7 億 5,000 万ユーロ）のほか、適用免除基準の判
定（1,000 万ユーロ、100 万ユーロ）等に用いる、欧州中央銀行により公表され
た外国為替の売買相場の確認方法が示されています。 

また、「VII 移行期間 CbCR セーフ・ハーバーについて」における Q15（1）で
は、国別報告事項の意義について以下のように解説しています。 

 移行期間 CbCR セーフ・ハーバーにおいても、構成会社等の財務諸表（一般
に公正妥当と認められる会計処理の基準に従って作成されたものに限る。）
又は最終親会社等の連結パッケージのデータを用いて作成された国別報告
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事項を用いることができる。 

 しかしながら、基本的に、内部管理会計のデータを用いて作成された国別報
告事項を移行期間 CbCR セーフ・ハーバーで用いることはできない。

 ただし、重要性の原則により連結の範囲から除かれる会社等においては、企
業集団の計算書類にその財産及び損益の状況が連結して記載されないこ
とから、内部管理会計のデータを用いて作成された国別報告事項を移行
期間CbCR セーフ・ハーバーで用いることができる。

 また、恒久的施設等においても、必ずしも財務諸表が作成されているとは限
らないことから、財務諸表を使用できない場合には、同様に内部管理会計の
データを用いて作成された国別報告事項を移行期間 CbCR セーフ・ハーバー
で用いることができる。
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